
○２番（伊藤義男）（登壇） 本日

最後の一般質問をさせていただきま

す自参改革クラブ、参政党の伊藤義

男です。 

 古川市長、このたびは御当選誠に

おめでとうございます。これから４

年間、新居浜市の発展と市民の安

全、安心なまちづくりをしていただ

くことを強くお願いし、私は議員の

立場として、是々非々で市長と共に

歩んでいく所存です。 

 それでは、通告に従いまして質問

させていただきます。 

 初めに、市長の政治姿勢について

質問させていただきます。 

 外国人労働者についてです。 

 先般の市長選挙前に公開討論が行

われました。そのときに、古川市長

から、人口減少の問題で、労働人口

をどう補うのか、今生まれてくる子

供たちは、これから戦力になるまで

に20年かかります。じゃあ一旦は外

の力を借りよう、外国人の労働者を

借りよう。じゃあ外国人が来てくれ

る町はどうなのかというところで発

言時間が来たために区切られてしま

い、市長の考えを聞くことができま

せんでした。現在、我が国において

は、移民政策と思われるような政策

がどんどん打ち出されています。ま

ず、移民の定義は、国際的に正式な

法定定義はありませんが、多くの専

門家は、移住の理由や法的地位に関

係なく、定住国を変更した人々を国

際移民とみなすことに同意していま

す。しかし、日本政府は、移民政策

だと認めることをしません。過度な

移民政策を行うと、どのようなこと

が起こるのか、国内外の事例を紹介

いたします。 

 アメリカでは、移民の増加の影響

で、労働賃金が低下する傾向がある

ことが報告されています。移民労働

力の１％増加が、アメリカ人労働者

の賃金を0.3％から0.4％低下させる

という研究結果も出ています。実

際、アメリカでは、1980年から

2000年までの間に、移民の労働力が

11％増加し、その影響でアメリカ人

労働者の平均賃金は3.2％低下した

とも言われています。 

 また、ドイツでは、2015年の難民

危機で多くの中東難民が流入し、公

共スペースの利用や宗教行事に関す

る誤解が原因で文化的摩擦が発生し

ました。 

 スウェーデンでは、移民集中地域

で、生活習慣の違いが衝突を引き起

こしており、ストックホルム郊外で

文化的摩擦が表面化しています。 

 イタリアでは、北アフリカからの

移民増加が治安悪化を招き、移民コ

ミュニティーと現地住民の間で摩擦

が生じているなど、移民の受入れは

国外でも様々な影響を及ぼしていま

す。 

 国内に関しては、埼玉県川口市に

おいて、2023年７月、病院に100人

近くの外国人が集結する騒動が発生

しました。 

 また、外国人のコミュニティーが

拡大し、ごみ出しのルールや生活習

慣などの違いにより、住民との摩擦

も起きています。 

 さらに、特定技能２号の制度が昨

年４月に改正されて、特定技能２号



の対象分野が大幅に拡大されまし

た。これにより、従来の建設と造

船・舶用工業に加えて、ビルクリー

ニング、工業製品製造業、自動車整

備、航空、宿泊、農業、漁業、飲食

料品製造業、外食業など多くの職業

を選択することが可能となり、在留

期間は無期限で、家族帯同も可能に

なりました。また、特定技能２号の

対象分野が拡大されたことで、外国

人労働者はより多くの業種で再就職

の機会を得ることができるようにな

りました。 

 以上のことから、今後国内におい

て、外国人が増えてくることは間違

いありません。 

 そこで、先ほどもお伝えした海外

の事例や国内の事例のようなことが

本市でも起こる可能性を考えなけれ

ばいけません。 

 そこで、市長に５点質問いたしま

す。 

 １点目、公開討論で言いかけにな

った外国人が来てくれる町はどうな

のかの続きをお聞かせください。 

 また、外国人が来てくれる町と

は、どういう町なのかを詳しく御説

明ください。 

 ２点目、今から生まれる子供が戦

力になるまで20年の間は、一旦外国

人の力を借りようとのことですが、

20年の間で何人の市内外国人労働者

が増えれば、新居浜市の人材不足は

解決するのか、その人数の算出方法

も併せてお答えください。 

 ３点目、今生まれる子供もいれ

ば、来年から就職する子供もいま

す。そういった就職活動をしている

子供たちや学生の就職支援はどのよ

うに考えられているのか。 

 あわせて、日本人より外国人が優

先されて職に就けるということがな

いように、どのような対策を考えら

れるのか、お答えください。 

 ４点目、一旦は外国人の力を借り

ようとのことですが、私たちの世代

が経験した超就職氷河期が再来した

場合、外国人労働者はどのように扱

うつもりなのか。自国へ帰ってくだ

さいと言って帰国を促すのか、日本

人の働く場所がなくなるのは本末転

倒です。市長のお考えをお聞かせく

ださい。 

 ５点目、都市部では、外国人が増

えて、地域住民とトラブルになる事

例が多発していますが、本市におい

て、外国人と地域住民がトラブルに

ならないようにどのような取組をす

べきだと考えられているのか、お答

えください。 

○議長（小野辰夫） 答弁を求めま

す。古川市長。 

○市長（古川拓哉）（登壇） 伊藤

義男議員さんの御質問にお答えいた

します。 

 私の政治姿勢についてでございま

す。 

 外国人労働者についてお答えいた

します。 

 外国人が来てくれる町につきまし

ては、愛媛労働局が公表した資料に

よると、本市には技能実習や専門

的・技術的分野の在留資格者など

1,400名近くの外国人労働者が生活

されています。私は、新しい新居浜

の実現に向けた基本姿勢として、笑



顔あふれる人に優しいまちづくりを

掲げていますが、これは国籍にかか

わらず、本市で暮らすあらゆる方々

にとって、優しさがあふれ、たくさ

んのぬくもりを感じることができる

新居浜市を目指すものであります。

母国を離れ、不慣れな土地で暮らす

外国人労働者が抱える生活習慣への

戸惑いや混乱を少しでも軽減できる

環境づくりを図り、新居浜で働けて

よかった、また新居浜で働きたいと

思っていただける町でありたいと考

えておりますし、そうした町である

ことは、私が目指す人に優しいまち

づくりの実現につながるものである

と考えております。 

○議長（小野辰夫） 長井市民環境

部長。 

○市民環境部長（長井秀旗）（登

壇） 外国人と地域住民がトラブル

にならないための取組についてでご

ざいます。 

 異なる文化を持つ外国人を受け入

れ、地域住民とのトラブルを防ぐた

めには、転入された外国人、受け入

れる側の地域住民の双方がお互いの

文化的違いを認め合い、理解する姿

勢を持つことが重要であると考えて

おります。 

 そのための取組といたしまして、

新たに転入された外国人にごみの出

し方や交通マナーなどを解説した外

国人のためのガイドブックを配布

し、また地域からの要望に応じて、

外国語でごみの出し方についての講

習会を開催するなど、地域で生活す

る上で必要なルールの理解促進に取

り組んでおります。 

 また、受け入れる側の地域住民に

対しましては、国際交流協会が実施

しております異文化理解講座や各種

イベント、外国から招聘している国

際交流員の活動などを通して、市民

の国際化意識の啓発に努めていると

ころでございます。 

 今後におきましても、新居浜市国

際化基本指針の基本理念である誰も

が住みたい住み続けたい多文化共生

のまちにいはまの実現に向けて取り

組んでまいります。 

○議長（小野辰夫） 宮崎経済部

長。 

○経済部長（宮崎司）（登壇） 

20年の間で、何人の外国人労働者が

増えれば、新居浜市の人材不足は解

決するのかについてお答えいたしま

す。 

 20年後に何人の外国人労働者が必

要かということにつきましては、社

会・経済状況の変化に大きく影響さ

れるものであり、その予測は非常に

困難でございます。 

 しかしながら、ＪＩＣＡ、国際協

力機構が公表しております2030／

40年の外国人との共生社会の実現に

向けた調査研究外国人労働者需給予

測更新版によりますと、2040年にお

きまして、国が目標とするＧＤＰ、

国内総生産を達成するための労働力

人口とベースラインの労働力人口の

差から計算される外国人労働需要量

は688万人になると予測されており

ます。 

 また、同資料によりますと、

2040年の愛媛県の外国人労働需要量

の対生産年齢人口比率は、国立社会



保障・人口問題研究所の日本の地域

別将来推計人口（令和５（2023）年

推計）において予測されております

生産年齢人口の6.0％から8.0％とさ

れており、その推計を基にいたしま

すと、本市の外国人労働需要量は、

3,000人から4,000人程度になると予

測されます。 

 次に、就職活動をしている子供た

ちや学生の就職支援についてでござ

います。 

 本市の就職支援といたしまして

は、高校生や大学生等と企業との出

会いの場の創出のための合同企業説

明会を開催するとともに、市内の小

中学生や産業技術専門校生に対して

企業見学を実施するなど、職業観の

醸成に取り組んでいるところでござ

います。 

 また、日本人より外国人が優先さ

れて職に就けることがないようにど

のような対策を考えているのかにつ

きましては、その時々の社会情勢や

企業の採用計画に基づき、それぞれ

の企業が適切に判断し、採用活動を

実施していかれるものと認識いたし

ております。 

 次に、就職氷河期が再来した場

合、外国人労働者をどのように扱う

つもりなのかについてでございま

す。 

 就職氷河期のような厳しい経済状

況下におきましては、まずは国によ

る雇用維持支援や職業訓練、生活支

援の強化を図っていくことが重要に

なるものと考えております。その中

で、外国人労働者の方が身につけた

技能や経験を生かし、多様性を尊重

しながら、地域経済の回復と発展に

貢献できるよう、日本人、外国人の

別なく、全ての労働者が共に活躍で

きる環境づくりを推進していくこと

が重要だと考えております。 

○議長（小野辰夫） 伊藤義男議

員。 

○２番（伊藤義男）（登壇） 市長

の言葉だったので、市長のほうから

考えをお聞きしたかったんですけど

も、国の政策なので、外国人労働者

の受入れを止めることは難しいで

す。市民や理事者が問題点を認識し

て、共有できていれば、未然に問題

も解決できると思います。 

 そこで、外国人労働者の増加によ

り、地域の労働市場や賃金水準にど

のような影響が生じるのか、具体的

な経済モデルやシミュレーション結

果を公表すること、外国人受入れに

伴う地域社会の摩擦を解消するため

に、外国人の地域コミュニティー参

加や自治会加入の促進、外国人労働

者の日本語教育やその家族の教育環

境整備、日本人労働者が不利益を被

らないようにするための具体的な対

策、外国人受入れに関する住民理解

を得るために、市民説明会を開催す

ること、これらを要望しまして、次

の質問に移ります。 

 次に、外国人の人口についてで

す。 

 現在、新居浜市のホームページト

ップ画面には、総人口や世帯数、男

女比が掲載され、定期的に更新され

ていますが、外国人住民の人口に関

する情報は含まれておりません。市

長が外国人労働者を増やすと言われ



ている中、市民の間では、外国人住

民の増加に伴う治安や生活環境の変

化などについて懸念の声も聞かれま

す。 

 このような状況において、外国人

住民の現状を市民が正しく理解でき

る情報を提供することは、市民の不

安を解消するために有効だと考えま

す。 

 そこで、お伺いします。 

 ホームページトップ画面にて、外

国人の人口を掲載し、更新していく

べきだと思いますが、市長の考えを

お聞かせください。 

○議長（小野辰夫） 答弁を求めま

す。加地企画部長。 

○企画部長（加地和弘）（登壇） 

外国人の人口についてお答えいたし

ます。 

 外国人の人口につきましては、現

在、本市ホームページの地域コミュ

ニティ課ページにおいて、月末時点

の国籍別人員数を掲載いたしており

ます。 

 しかしながら、当該ページは、ト

ップページからの階層が深いため、

検索しづらい状況となっておりま

す。 

 このことから、より分かりやすい

形での情報提供となりますよう、ト

ップページの人口掲載欄から直接リ

ンクされております統計情報ページ

において外国人人口を掲載するとと

もに、統計情報ページから国籍別人

員数の掲載ページへリンクできるよ

う対応いたします。 

○議長（小野辰夫） 伊藤義男議

員。 

○２番（伊藤義男）（登壇） この

ことによって、市民が現状を正しく

理解し、行政と市民が連携して課題

解決に向けた取組を進めることがで

きますので、速やかに掲載していた

だくことを要望しまして、次の質問

に移ります。 

 次に、ワクチン接種健康被害につ

いてです。 

 現在、新居浜市では、健康被害に

関する進達16件、認定13件、否認１

件が確認されており、愛媛県全体で

は、進達114件、認定71件、否認

23件、さらに死亡認定15件という状

況です。市長が、県議時代にワクチ

ン接種を推奨していたかどうかに触

れるつもりはありませんが、現状と

して多くの方が健康被害で苦しんで

いる事実を踏まえ、被害者への支援

が重要だと考えます。 

 現在の健康被害救済制度では、被

害認定後に一時金や医療手当の支給

が行われるのみで、その後の継続的

なサポートが不足しています。 

 そこで、市長にお伺いします。 

 新型コロナワクチンによる健康被

害について、どのようにお考えでし

ょうか。 

 また、市独自のサポート策として

どのような具体案を検討されている

か、お答えください。 

○議長（小野辰夫） 答弁を求めま

す。古川市長。 

○市長（古川拓哉）（登壇） ワク

チン接種健康被害についてお答えい

たします。 

 新型コロナワクチンは、有効性や

安全性が確認された上で薬事承認さ



れてはおりますが、ワクチン接種に

よる健康被害に苦しんでおられる方

がいることも認識いたしておりま

す。 

 本市といたしましては、ワクチン

接種の効果や副反応、健康被害救済

制度について十分御理解いただいた

上で接種を受けていただくことが肝

要であると考えており、ホームペー

ジへの掲載や委託医療機関でのポス

ター掲示等により周知に努めている

ところでございます。 

 市独自のサポートにつきまして

は、新型コロナウイルス感染症の予

防接種による健康被害は、国の予防

接種健康被害救済制度が利用できま

すことから、市独自の救済制度等は

考えておりませんが、被害者の方に

寄り添った丁寧な健康相談を行うと

ともに、予防接種健康被害救済制度

の十分な説明と申請に係るサポート

を行ってまいります。 

○議長（小野辰夫） 伊藤義男議

員。 

○２番（伊藤義男）（登壇） 泉大

津市では、新型コロナワクチン接種

後に副反応などで健康被害を生じ、

国の予防接種後健康被害救済制度の

申請をされる方を対象に、申請まで

にかかった医療費などの費用の一部

を市独自の支援金として支給した

り、市独自のサービスを行っていま

す。新居浜市においても、市独自の

サポートをいち早く行っていただく

ことを要望し、次の質問に移りま

す。 


